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2.2.1. 柱－貫接合部の幾何学的関係  
図 2. 2 のような二次元柱－貫接合部を考える。各部材は剛体であると仮定する。
柱の代表点を O とし，貫の代表点を O’とする。貫と柱の材軸の交点を O,O’の初
期位置とする。各部材の材軸から沿って部材座標 O-xy, O’-x’y’をとる。図 2. 2 の
平面図で貫と接触する柱の端点をそれぞれ A,B,C,D とし，柱部材座標上の点とす































O 貫と柱の材軸の交点  
O 柱の代表点(初期位置は貫材の材軸の交点) 
O’ 貫の代表点 
A 貫上面と接触する柱の端点  
B 貫上面と接触する柱の端点  
C 貫下面と接触する柱の端点  
D 貫下面と接触する柱の端点  
P 点 O から貫上面に下ろした垂直線と貫上面との交点 
Q 点 O から貫下面に下ろした垂直線と貫上面との交点  
 柱部材座標上のベクトル OA,OB,OC,OD を A,B,C,D と書く。また，貫部材
座標上のベクトル O’P,O’Qを P,Qと書く。A,B,C,Dは O-xy座標上のベクトルで，
P,Q は O-x`y`座標上のベクトルである。この時，  
 
       , , ,R R R RA B C DH H H H            (2.1) 
 






















図 2. 3 柱－貫接合部の並進、回転モデル  
 
また、P,Q 方向の単位ベクトルをそれぞれ ,p qe e と書く。図 2. 3 の P, pe は 
 
 0 ,HP  01pe              (2.2) 
 
また , qeQ  
 





記号 1N  上部接触面において柱から貫が受ける集中反力  
 
1r  
上部接触面において貫と接触する柱の端点 B からの 1N の
作用線の位置 
 1w  柱の端点 B からの貫の接触面の位置  
 1l  貫の代表点からの 1N 作用線の位置 
 
1L  










図 2. 4 柱－貫接合部の並進、回転モデル(柱固定) 
 
代表点 O水平、鉛直、回転変位を , ,u v  で表す。 uは 
 
 uu v                (2.4) 
 
と成分表示できる。この時、楔は貫とともに移動するものとする。ここでは、柱
部材座標で式を展開する。次に各接触面に関して    , , ,k kw u v    を求める。 
貫の上面のめり込み量を 1w 、下面でめり込み量を 2w とする。ここで 1w は pe の
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図 2. 5 柱－貫接合部の作用線の位置関係  
 
 , ,k u v                  (2.7) 
である。 
ここで  T は回転行列であり、以下のように定める。  
 
  cos sinsin cos
 
 
       
T            (2.8) 
 
次に、貫の代表点 Oから 1 2,N N の作用線までの距離 1 2,l l を求める。貫の代表点 O
から 1N の作用位置までの距離 1l は、ベクトルO A を、 1N の作用線と直行方向に投
影した長さ 1L から 1r を引いた値である。線分 FEと線分 O P は直行することから、
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同様に貫の代表点 Oから 2N の作用位置までの距離 2l はベクトル OD を 2N の作
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前節で求めた貫の代表点 Oから 1 2,n n の作用線までの距離 1 2,l l を用いて，貫部材
座標軸方向と O回りのモーメントの釣合式を立てると  
 
0N N               (2.11) 
1 2 0Q Q n n               (2.12) 
1 1 2 2 0M M Q L Q L l n l n               (2.13) 
となる。また三つ目の式は 1 2,r r を用いて 








2.2.2. めり込み構成則の記述  
本節では，めり込み形状，めり込みにより生じる境界反力，これらの関係式を
記述する。まず，楔や仕口の切欠きがない場合を考える。めり込み形状をできる
だけ単純化して記述するため，図 2. 2 のように各部材の接合部周辺部位に仮想剛
域を設定し，互いの剛域が重なりあう三角形形状を用いてめり込み形状を記述す
る注３）。柱端部のめり込み量を w とし，柱と貫の相対変形角度  とすると，めり
込み形状は  ,w  を独立変数として表せる。  
本モデルでは，柱から貫の接触面に作用する境界分布反力を，静的等価な集中
境界反力に置換する。等価集中境界反力の大きさを n，柱端部を原点とする作用
線位置を rとすると，この等価集中境界反力は  ,n r を独立変数として表せる。境
界分布反力は接触面の垂直方向成分と接線方向成分に分解できる。本研究ではめ
り込み特性に焦点を絞るため垂直方向成分のみを考慮し，接線方向成分の影響は




それぞれ  ,w  と  ,n r を独立変数として表せる。楔や仕口を考慮する場合の各変
数の定義を図 2.7 に示す。 
 
   , ,n f w r g w  ，          (2.15)   
 

















































































































の交点に位置する。点Ｏの鉛直変位と回転角をそれぞれ vと とし，柱の半径を R
とする。貫の上部と下部の接触部での諸量を，それぞれ，下添字の 1 と 2 を用い
て表す。幾何学的関係から上下接触面での回転角
1 ， 2 について 1 2    が成り
立ち，めり込み量
1w ， 2w は以下のように  と vの関数として表せる。 
 
               1 2,w v R w v R                   (2.16) 
 
   1 1 1 2 2 2, , 0Q n w n w            (2.17)              
        1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2, , , 2 , 0M n w r w n w R r w            (2.18)  
 
                  0M QL                      (2.19) 
 
ここで  は微小であると仮定し sin  ， cos 1  の近似を用いた。  
各接触面に働く集中反力の大きさを 1n ， 2n とし， 1r ， 2r を集中反力の作用線位
置とする。柱フェース位置でのモーメントを M ，せん断力を Qとする。また，載
荷点から柱フェース位置までの距離を Lとする。この時，次式が成り立つ。  
式(2.19)と式(2.18)は，自由体Ａのせん断力とモーメントの釣合式であり，式
(2.19)は，自由体Ｂのモーメントの釣合式である。 1n ， 2n ， 1r ， 2r にめり込み構成
則の式(2.19)を代入し，幾何学的関係から 1 ， 2 ， 1w ， 2w を消去すると，式(2.17)
－(2.19)は v， ，M ， Qの 4 個を独立な未知変数とする方程式となる。これら
の中で  を指定すれば，方程式の数と未知数の数がいずれも 3 個となり，指定し
た に対応する M が vやQと共に求められる。  
 
2.3. 要素めり込み実験 
めり込み構成則の式(2.19)の f と g の関数形の定式化を目的として，独立変数
 ,w  のうち回転角  を固定して強制めり込み実験を行う。  
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2.3.1. 実験概要 















モーメントの釣合式から，分布反力の合力 nと重心位置 rが求められる。 
2.3.2. 実験計画の詳細  
以下の 4 通りの場合について実験を行う。Case A：図 2.10 (a)で楔ヒノキとす
る場合（貫上部・楔ヒノキ）、Case B：図 2.10 (a)で楔アサメラとする場合（貫上
部・楔アサメラ)、Case C：図 2.10 (b)の場合(貫下部：切欠き有)、Case D：図
2.10 (c)の場合(貫下部：切欠き無)。 
各 Case について，1/10，1/15，1/30，1/60（rad）の 4 通りの固定角度  につ
いてめり込み実験を実施する。本実験で使用する材料試験機の最大荷重（＝
100(kN)）の制約から，nが最大で 80（kN）程度になるように強制変位を与える。  
Case A と Case B の試験では，各回転角の値に対して 3 本の楔に対して試験を行
う。予備実験では楔に残留めり込みが生じたが，貫には残留めり込みが生じなか
った。そのため，各 Case で同一の貫試験体に対する実験を行った。さらに，Case 
A，B で用いた貫試験体では目視で残留めり込みが確認できなかったため，Case D
でこれらの試験体を用いてめり込み試験を行った。その際には，めり込みが生じ






































































表 2. 1 めり込み試験の詳細 
Case 試験番号   貫試験体番号 楔試験体番号 
A A10-1,A-10-2,A10-3 1/10 n1-1 kh1,kh2,kh3 
 A15-1,A-15-2,A15-3 1/15 n1-2 kh4,kh5,kh6 
 A30-1,A-30-2,A30-3 1/30 n1-3 kh7,kh8,kh9 
 A60-1,A-60-2,A60-3 1/60 n1-4 kh10,kh11,kh12 
B B10-1,B-10-2,B10-3 1/10 n1-5 ka1,ka2,ka3 
 B15-1,B-15-2,B15-3 1/15 n1-6 ka4,ka5,ka6 
 B30-1,B-30-2,B30-3 1/30 n1-7 ka7,ka8,ka9 
 B60-1,B-60-2,B60-3 1/60 n1-8 ka10,ka11,ka12 
C C10-1,C-10-2,C10-3 1/10 n2-1,n2-2,n2-3  
 C15-1,C-15-2,C15-3 1/15 n2-4,n2-5,n2-6  
 C30-1,C-30-2,C30-3 1/30 n2-7,n2-8,n2-9  
 C60-1,C-60-2,C60-3 1/60 n2-10,n2-11,n2-12  
D D10-1,D-10-2,D10-3 1/10 n1-1,n1-2,n1-3  
 D15-1,D-10-2,D10-3 1/15 n1-4,n1-5,n1-6  
 D30-1,D-10-2,D10-3 1/30 n1-7,n1-8,n1-9  















表 2. 2 試験体詳細 
試験体番号  心材 or 辺材  年輪幅(mm) 重量(g) 含水率(%) 比重(g/cm) 
n1－1 辺材  17 4550 21.0 0.5569 
n1－2 辺材  15 4630 19.5 0.5667 
n1－3 辺材  16 4560 21.0 0.5581 
n1－4 辺材  19 4480 21.5 0.5483 
n1－5 辺材  15 4290 20.0 0.5250 
n1－6 辺材  16 4620 20.0 0.5654 
n1－7 辺材  16 4680 21.0 0.5728 
n1－8 辺材  31 4770 18.0 0.5838 
n1－9 辺材  28 4610 20.5 0.5642 
n1－10 辺材  18 3900 17.0 0.4773 
n1－11 辺材  31 4870 20.0 0.5960 
n1－12 辺材  35 4620 16.0 0.5654 
n2－1 辺材  28 2730 21.5 0.5617 
n2－2 辺材  20 2280 17.5 0.4691 
n2－3 心材  33 2650 22.0 0.5463 
n2－4 辺材  29 2700 15.5 0.5556 
n2－5 辺材  16 2550 17.7 0.5247 
n2－6 辺材  28 2630 21.5 0.5412 
n2－7 心材  23 2290 13.0 0.4712 
n2－8 心材  25 2310 13.0 0.4753 
n2－9 心材  33 2590 20.0 0.5329 
n2－10 辺材  28 2580 16.5 0.5309 
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n2－11 辺材  19 2320 13.5 0.4774 
n2－12 心材  19 2260 17.0 0.4650 
kh1 心材  6 178 19.0 0.4709 
kh2 心材  5 174 19.5 0.4603 
kh3 心材  7 174 17.0 0.4603 
kh4 心材  6 174 18.0 0.4603 
kh5 心材  5 176 19.0 0.4656 
kh6 心材  5 176 19.5 0.4656 
kh7 心材  5 176 19.5 0.4656 
kh8 心材  6 174 19.5 0.4603 
kh9 心材  7 190 22.0 0.5026 
kh10 心材  11 200 22.0 0.5291 
kh11 心材  9 194 20.5 0.5132 
kh12 心材  9 192 21.5 0.5079 
kh1 辺材  22 272 9.5 0.7196 
kh2 辺材  21 282 11.0 0.7460 
kh3 辺材  23 274 10.5 0.7249 
kh4 心材  24 273 11.0 0.7222 
kh5 辺材  20 270 8.5 0.7143 
kh6 心材  23 272 10.0 0.7196 
kh7 心材  26 272 9.0 0.7196 
kh8 心材  23 272 9.5 0.7196 
kh9 辺材  23 274 9.0 0.7249 
kh10 心材  21 280 9.0 0.7407 
kh11 心材  22 278 9.0 0.7354 
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図 2. 15 Case D 実験結果:(a-b) =1/10, (c-d) =1/15, (e-f) =1/30, (g-h) =1/60 
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2.3.3. 実験結果 
各 Case の荷重－めり込み関係（ n w 関係）を図 2. 16~図 2. 18 に，重心位置
－めり込み関係（ r w 関係）を図 2. 20~図 2. 24 に示す。図 2. 16~図 2. 18 の全
てのグラフにおいて，縦軸は荷重 nを表し，横軸はめり込み量 wを表す。また，
第 1 列目から第 4 列目のグラフは，それぞれ，Case A から Case D の結果を示す。
また，第 1 行目から第 4 行目のグラフは，回転角が 1/10 から 1/60 までの結果を
それぞれ示す。各グラフにおいて，3 本の実線は各試験結果における骨格曲線を
表し，一点鎖線は 3 体の平均を示す。各グラフの縦軸が重心位置 rを表す以外は，
図 2. 16~図 2. 18 と図 2. 20~図 2. 24 は同様である。これらの図からの観察事項
を以下にまとめる。  
貫上部接触面の試験では，いずれの楔の場合でも，n w 関係，r w 関係ともに，
骨格曲線を直線近似できる。   
楔はヒノキの方がアサメラより柔らかいため， n w 関係の傾きは小さい。  
切欠きを考慮する貫下部接触面試験では， n w ， r w 関係ともに n<60(kN)の
範囲で骨格曲線を 3 本の直線で近似できる注５ )。 
切欠きを考慮しない貫下部接触面の試験では， n w 関係， r w  関係ともに，
骨格曲線を直線で近似できる。  
以上の観察結果から，本論文では Case A，B，D における n w 関係と r w 関
係を図 2. 25(a)と(b) で，Case C における n w 関係と r w 関係を図 2. 25(c)と(d)
でそれぞれ近似する。図 2. 25(b)，(d)では，幾何学的考察から rの上限値が存在
し，この上限値は柱の半径 R に一致する。図 2. 25(a)と(b)で近似曲線の傾きを
 qnk  ，  
q
rk  とする。上添字の qは各 Case における値であることを表す。図 2. 25
において，他の直線の傾きも同様に表す。また，図 2. 25(c)において  1
C
nc  は，Case 
C，固定角度  のときの n w 関係近似曲線の 2 本目の直線の定数項を表す。他の
定数項も同様に表す。実験結果より得られた Case A，Case B，Case D の各パラ






















































































































図 2. 18 荷重－めり込み関係の実験結果三回目 
 





























図 2. 20 重心位置－めり込み関係の実験結果一回目 
 
 





























図 2. 22 重心位置－めり込み関係の実験結果二回目 
 
 





























図 2. 24 重心位置－めり込み関係の実験結果三回目 
 
表 2. 3 パラメーターの平均値（Case A，Case B，Case D） 
 
Case 符号  =1/10  =1/15  =1/30  =1/60 
A 
A
nk  5.69 6.54 8.59 9.91 
A
rk  2.82 3.29 4.17 4.25 
B 
B
nk  9.92 11.35 12.64 12.90 
B
rk  3.06 3.42 4.69 4.65 
D 
D
nk  6.80 8.51 13.51 17.35 
D
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図 2. 25 めり込み実験結果のモデル化 
 
表 2. 4 パラメーターの平均値（Case C） 
 




nk  7.44 7.95 10.38 10.59 
1
C
nk  1.21 1.92 0.62 2.32 
2
C
nk  7.80 10.98 17.00 19.76 
1
C
nc  23.32 18.47 23.58 14.11 
2
C
nc   11.71  20.92  31.00  28.99 
0
C
rk  4.69 5.20 7.15 10.59 
1
C
rk   0.04 0.30 0.37 2.32 
A
rk  3.56 5.61 9.17 19.761 
1
C
rc  14.70 12.90 13.27 14.11 
2
C
rc   3.16  9.11  13.76  28.99 
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2.3.4. めり込み構成則  








rk は負の値をとらない。（２） が 0 の場合は，試験体の垂直




関数形の一例として，  本論文では Ank  関係と
A
rk  関係を次式で近似する。  
 
     ,
A
rbA A A A A




              (2.20) 
 
これらの関係と図 2. 25より Case A ではめり込み構成則を以下のように近似する。 
 
          , , , m i n ,A An rn w k w r w k w R            (2.21) 
 
Case B と Case D でも同様に  ,n w  と  ,r w  が得られる。Case A，B，D におけ
る傾き及び定数項の平均値と近似曲線を図 2. 26 に示す。図 2. 26 において，○は
実験から得られた平均値を示し，実線は近似曲線を示す。  








rk は Case A，
B，D と同様に次式で近似する。  
 
     













bC C C C C
n n n r r
bC C C C C
n n n r r
k a b k a











         (2.22)   
 













rc は定数で近似する。この時，Case C のめり込み構成則は，図
2. 25(c)と(d)の 3 本の直線が，以下の 6 式を用いて表せる。  
図 2. 27 では Case C における傾き及び定数項の平均値を○で示し，これらの近
似曲線を実線で示す。  
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       
   
       
0 0 1
1 1 1 1 1 2
2 2 2 2 2





C C C C
n n r r
C C C C
n n r r
n w k w r w k w w w
n w k w c r w k w c w w w
n w k w c r w k w c w w
   
 
   
  
     
    
    if 
  ,  if 
  ,  if 
   (2.23) 
 
 
表 2. 5 めり込み構成則の係数と定数 
 







A 10.81 852.62 1.71 0.24 
B 13.86 25.09 1.75 0.26 
C0 11.60 112.90 1.81 0.40 
C2 24.19 92152 0.67 0.76 










































































































図 2. 27 パラメーターの近似曲線（Case C） 
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        
   
1 1 2 2 1 1 1 1
2 2 2 2
, , , ,
, {2 , } 0
L n w n w n w r w
n w R r w




           (2.24)   
 
式(2.24)にめり込み構成則を代入し，式(2.24)を用いて 1w と 2w を消去すると，vと
 を独立な変数とする方程式が得られる。さらに回転角  を指定すれば，式(2.24)
は vのみを未知変数とする 2 次方程式となり，指定した  に対応する未知変数 vが
求められ，消去とは逆の順に代入を行うことで 1w ， 2w ， 1n ， 2n ， 1r ， 2r ，M が求
められる。 
図 2.28 から図 2.30 は，柱－貫接合部の集中反力－回転角関係，集中反力作用
線位置－回転角関係，モーメント－回転角関係の推定結果をそれぞれ示す。これ
らの関係を求める際には，森迫ら 9)の実験を参考に， 600L  (mm)， 150R  (mm)
とした。 
図 2.28 の△と実線は貫上部側(楔側)の集中反力 1n を表す。一方，▽と点線は，
貫下部側(仕口側)の集中反力
2n を表す。ここで，△と▽は，固定角度  1/10，1/15，
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図 2. 28 集中反力－回転角関係：(a)切欠き無・楔ヒノキ, (b)切欠き無・楔アサメ






























図 2. 29 反力作用位置－回転角関係：(a)切欠き無・楔ヒノキ, (b)切欠き無・楔ア
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図 2. 30 モーメント－回転角関係：(a)切欠き無・楔ヒノキ, (b)切欠きき無・楔ア




























































































図 2. 33 貫試験体：N1→切欠き無（模擬），N2→切欠き有 
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で図 2. 32 の C1 は切欠きが無い場合を模擬する試験体であり，C2 は通常の切欠
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切欠きの有無と楔の樹種(ヒノキ or アサメラ)に応じて 4 種類の組み合わせで実
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仕口内の凹凸無し 仕口内の凹凸有り  
 










2.4.3. めり込み実験からの推定結果との比較  
2.3 節の手法によりめり込み実験から骨格曲線を予測した結果と，部分架構実
験より得られた結果との比較を図 2. 39 に示す注８）。図 2. 39 において，実線は 2.5
節で推定したモーメント－回転角関係を示す。また，破線は部分架構実験のモー
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アサメラの楔 桧の楔  
図 2. 40 切欠き無と切欠き有の変形状態 
 
 







































つ柱－貫接合部の形式 11-14)を採用した。  







置 r が柱の半径 R を超えるという物理的に矛盾した観測結果を得た。その







のため，本実験システムを用いると角度が 0 でも A
r
k が有限値を持つ実験結
果が得られると考えられる。しかし，実際の柱－貫接合部では，図 2. 1 に
示すように二つの楔が対称に楔が位置しているため，角度  が 0 の場合は，
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めり込み量 w の値に関わらず等価反力の作用位置が柱の中心となり r=R と




注7). 引張側となる楔が重力で抜け落ちるのを防ぐために楔を釘で固定した。  
注8). 第 2.4 節の部分架構実験で行った実験結果の再現性を確かめるため，森迫ら
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本節では柱の傾斜復元力の基本的な定式化を示す。図 3.1 (a)に示す 2 本の剛柱と剛
床からなる平面骨組を考える。柱の高さを H，柱の幅を B とする。床の重量を W とし，
柱の重量は床の重量に対して無視できるほど小さいとする。この骨組の床の重心に水平
力 Q を作用させると図 3.1 (b)のように変形する。この時の柱の回転角を とする。こ
の時，図 3.1 (c)に示す柱に関するモーメントの釣合より次式が得られる。 
 
( sin cos ) ( cos sin )Q B H W B H             (3.1) 
 




               (3.2) 
 
ここで, / 1B H を仮定した。この関係を図 3.2 (a)に実線で示す。柱が剛体ではなく
変形体の場合，柱脚や柱頭で柱のめり込みが生じ，傾斜復元力は図 3.2 (a)の点線のよう








柱脚の回転角を θ，柱の半径を R とする。礎石から柱脚に作用する鉛直分布力と等価な
集中力の大きさを n，その作用位置 r とする。n は柱に作用する軸力と一致する。また，
無次元化量 r を次式により定義する。 
 
 /r r R                (3.3) 
 
この時 r は，以下のように nと θの関数として表せる。 
 












(a) (b) (c)  
 





















り込み構成則が得られれば，柱脚に作用するモーメント M は次式により得られる。 
 


















































































図 3. 6(a)柱材と礎石の関係，(b)ロードセル配置図 
 
 
計測方法：図 3. 6 に示すように二等辺三角形の頂点に配置した容量 20(kN)のロード 
セル 3 個を用いて，礎石下側に作用する反力を計測する。ロードセル LC1，LC2，
LC3 における計測値を 1n , 2n , 3n として，礎石と鋼板に作用する力とモーメントの釣合か
ら n と r を求める。ロードセル LC1 から LC3 までの距離を 1L ，柱と礎石の接触面の端
点からロードセル LC3 までの距離を 2L とすると，次式により n と r を求めることが
できる。 
1 2
1 2 3 2 1,      
n n
n n n n r R L L
n

                 (3.6) 
3.3.2 実験結果 
各 Case の集中反力の大きさ n とその作用位置 r の関係の骨格曲線の実験結果を図 3. 
7~図 3. 9 に示す。各 Case，各 について，3 回ずつ実験を行った。n =4kN と n=36kN
に対する r の値の平均値を表 1 に示す。実験結果から観察事項と考察を以下にまとめる。 
n r 関係の傾きは，Case B> Case A> Case C の順に大きい。この理由は，Case B> 
Case A> Case C の順で r 方向の単位長さ当たりの接触面積が大きいためであると考え
られる。 
全体的に n が 0 に近い領域では， n r 関係が不安定な動きを示している。その原因
は，2.1 節の計測方法で述べたように礎石と鋼板の力とモーメントの釣合から式(3.6)を
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用いて分布荷重の作用位置 r の値を算出しており，r の計算式の右辺第 3 項が分母に n
を持つためである。 
図 3. 7~図 3. 9 の実験結果から回転角が θ=1/60（rad）の場合は実験データの偏差が，
他の回転角の場合より大きい。その原因としては，礎石に接する面積が広く，びしゃん
仕上げを行った礎石の上面の凹凸のために接触位置のバラツキが大きいことが考えら
れる。軸力 n を 9 倍にすることで，Case A の円柱の場合は一割弱，Case C の角柱の角




表 3. 1 柱脚の要素めり込み試験詳細 
Case 試験番号   w(mm) l(mm) 
A A10-1, 2, 3 1/10 2.6,2.2,2.6 101,100,101.5 
 A15-1, 2, 3 1/15 2.6,2.2,2.4 90.5,91.5,91 
 A30-1, 2, 3 1/30 1.6,1.8,2.0 80.5,80.5,80.5 
 A60-1, 2, 3 1/60 1.4,1.6,1.4 72,70.5,75.5 
B B10-1, 2, 3 1/10 2.6,2.2,2.6 102,100,102.5 
 B15-1, 2, 3  1/15 2.2,2.2,2.0 92,90.5,88 
 B30-1, 2, 3 1/30 1.6,1.6,1.6 80.5,79,77 
 B60-1, 2, 3 1/60 1.2,1.4,1.6 72,73,75 
C C10-1, 2, 3  1/10 2.6,4,5 84,80.5,85 
 C15-1, 2, 3  1/15 4,3.4,3.4 71.5,72,75 
 C30-1, 2, 3  1/30 2.2,2.8,2.6 59,63,63 
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図 3. 9 Case C 実験結果の骨格曲線 
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表 3. 2 集中反力の重心位置の平均値 
Case n(kN) 
r  
θ=1/10 θ=1/15 θ=1/30 θ=1/60 
A 
4 0.93 0.93 0.94 0.81 
36 0.85 0.82 0.73 0.48 
B 
4 0.98 0.93 0.92 0.70 
36 0.95 0.89 0.80 0.52 
C 
4 0.91 0.89 0.88 0.74 
36 0.72 0.67 0.52 0.27 
 
 
表 3. 3  1
cak n と  2
cak n の近似データ 




4 0.92 96.35 
9 0.89 74.04 
18 0.88 60.23 
25 0.86 52.03 
36 0.86 45.65 
B 
4 0.96 121.77 
9 0.95 98.35 
18 0.95 75.23 
25 0.94 62.22 
36 0.94 53.34 
C 
4 0.88 96.14 
9 0.83 71.81 
18 0.79 48.26 
25 0.76 34.80 









q Case A Case B Case C 
1
caa  －0.10 －0.04 －0.16 
1
cab  0.25 0.23 0.31 
2
caa  －75.35 －95.19 －66.86 
2








       21, 1
cak ncaf n k n e
              (3.7) 
 
ここで  1
cak n と  2
cak n は軸力 n の関数であり，q は Case A では A，Case B では B，
Case C では C である。軸力 n を指定すると，各回転角 θ(=1/10，1/15，1/30，1/60)に
ついて，図 3. 7~図 3. 9 の実験結果の各グラフからこれに対応する r の値が定まる。具
体例として n=4，9，36(kN)の場合に 3 体の試験体について r を求め，その平均を求め
た結果を白丸でプロットしたグラフを図 3. 10 に示す。これらの点と式(3.7)を用いて最
小二乗近似を行うと，指定した n に対応する  1
cak n と  2
cak n を求めることができ，図
3. 10 の実線の r－θ 関係が得られる。比較のため n=4(kN)の場合について，上谷ら 16,17)
の結果を図 3. 10 (a)に点線で示す。上谷らの結果と本研究のめり込み実験結果からの予
測結果との差はわずかである。 
各 Case において，5 通りの軸力 n=4，9，18，25，36 (kN)について  1
cak n と  2
cak n
を求めた結果をに示す。の結果に基づき， 1








(2) n が 0 に近いほど，剛体の結果に近くなるため，f の最大値を規定するパラメター
1





cak n 関係を(3.7)式で近似する。 
 
1
1 1( ) 1
cabca cak n a n  , 22 2( )







を表 3. 4 に示す。また，実験データと近似曲線の比較を図 3. 11 に示す。図 3. 11 にお
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図 3. 11  1
cak n と  2




















































討を行う。柱の断面積を A として，平均応力 nを次式で定義する。 
 





( , )r f n               (3.10) 
 
ある寸法の断面を持つ柱に作用する軸力を 0n ，底面における分布反力を  0 ,x y ，断
面積を
0A で表す。また，この断面と相似形で一辺の長さを a 倍した断面を持つ柱に作




1 0A a A             (3.11) 
 
座標系  ,x y を次式により定義する。 








   












n x y dxdy ax ay dxdy









   
   















れためり込み構成則を *( , )r f n とする。この時，無次元化しためり込み構成則は以下
の式(3.16)により得られる。 
 
* *( , ) ( , )r f n f nA              (3.16) 
 
上式より得られためり込み構成則の結果を図3. 12に示す。Case Aの円柱の断面積 *A
は 2R ，Case B および Case C の角柱の断面積 *A は 24R である。断面積が **A の断面を
持つ柱の柱脚でのめり込み構成則は次式により得られる。 
 







える静的載荷実験を行う。図 3. 13 に示すように，鈴木と前野ら 10-12,14,15)の実験を参考
に，びしゃん仕上げの礎石の上に，高さが H=852(mm)，半径が R=154(mm)の円柱断
面を持つヒノキ柱脚試験体を設置する。ジャッキ，鋼製冶具，試験体の寸法を図 3. 15 (a)








値を，それぞれ 1p と 2p とする。水平変位の測定値を測定間距離で除した値を回転角 と
する。 
回転角 が非零の時の，試験体と鋼製冶具に作用する力と変形の関係を図 3. 15 (b)
に示す。図 3. 15 (b)において，n と q は礎石から柱脚に作用する鉛直方向と水平方向の
分布反力と等価な集中力，r はこれらの集中力の作用位置（柱の中心を原点とする）， 
1 と 2 はそれぞれ鉛直ジャッキと水平ジャッキの回転角である。図 3. 15 (b)より， が
微小であれば以下の幾何学的関係が成り立つ。 
 
 1 21 2
1 2
,
H L R L
S S
   
 
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図 3. 15 載荷装置と試験体の寸法と試験体にかかる力と変形の関係 
 
 
   1 1 1 2 2 2 2 2( )( )p H L p H L p L H
r
n q
    

     


   (3.20) 
 
式(3.18)，(3.19)を式(3.20)に代入して 1 ， 2 ，n，q を消去すれば，変数 ， 1p ， 2p




図 3. 16 は鉛直ジャッキの荷重値 1p と回転角 の関係を示す
注１）。同図の点線は 36kN
である。載荷時はほぼ一定で加力できていたが，除荷時の荷重制御が不安定であった。
図 3. 19 は実大実験から得られた水平力 2p と回転角 の関係を，図 3. 21 は無次元化し
た等価集中反力の作用位置 r と回転角 の関係を示す。また，1/3 スケールの試験体よ
り得られためり込み構成則から予測される r － 関係の比較を図 3. 22 に，傾斜復元力
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             (3.21) 
 
なお図 3. 22，図 3. 23 では，後述の考察 3 に基づき最大値と最小値の中点が零点と
なるようにシフトさせた。これらの図からの観察事項と考察を以下にまとめる。 










図 3. 21 から，前章までのめり込み構成則により，実大実験の結果を良好な精度で予
測できている。 
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図 3. 16 鉛直ジャッキの荷重値
1p と回転角 の関係 
 



























図 3. 17 水平ジャッキの変位サイクル 
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図 3. 18 水平ジャッキの荷重値 2p のサイクル 
 













図 3. 19 水平ジャッキの荷重値 2p と回転角 の関係 
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図 3. 20 無次元化等価集中作用位置 r サイクル 
 










図 3. 21 無次元化等価集中作用位置 r と回転角 の関係 
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図 3. 22 無次元化等価集中作用位置 r の予測値と実験結果の比較 
 




























図 3. 25 (a)強制回転角時の柱脚部分と礎石(b)試験後の柱脚底面の状態 
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実験システムの概要を図 4.1 と図 4.2 に示す。反力床の上に H 形鋼①を設置し，H
形鋼①の上に礎石と柱材 C1，C2，C3 を設置する。柱材は上部が H 形鋼②に固定され
ており，H 形鋼②を介してジャッキに接続される。H 形鋼②の上にこれに直行する方
向に H 形鋼③を設置し，H 形鋼③の上にさらにコンクリートマスを設置する。このよ
うに載荷フレーム，コンクリートマス，柱材，礎石を配置することで，ジャッキの伸縮
に伴い柱材と礎石の間に滑りが生じる。 
図 4.3 に礎石と柱材の固定方法を示す。H 形鋼①の上に鋼製冶具 A をボルトで固定
し，その上にローラーを介して鋼製冶具 B を設置する。鋼製冶具 B の水平方向の移動
は，鋼製冶具 A に固定されたボルトを締めることで水平ロードセル(LC)を両面から押
し付け，約 5kN のプレストレスを与えて拘束する。鋼製冶具 B の上に鉛直ロードセル
(LC)を設置し，その上に鋼製冶具 C を設置する。鋼製冶具 B と鋼製冶具 C の間の水平
方向の相対変位を拘束するため，ボルトをシアキーとして用いる。鋼製冶具 C 下面の
削孔部に，冶具 B に固定したボルトを挿入することで，鋼製冶具 B と鋼製冶具 C の間
の水平方向の相対変位のみを拘束し，鉛直方向の相対変位は拘束しない設計となってい
る。礎石はボルトを用いて鋼製冶具 C に完全固定する。柱材はボルトを使って上部の
鋼製冶具 D に固定されており，鋼製冶具 D はさらに上部の H 形鋼②に固定される。柱
材に角度を与える場合は，角度固定用楔を図 4.3 (b)のように挿入してから柱材をボルト


















































































Case A，角柱の１辺で接する場合を Case B，角柱の角で接する場合を Case C と呼ぶ。
また，Case A から Case C までは各断面形状の柱材とびしゃん仕上げの礎石の間の摩
擦を対象としたのに対し，円柱の柱材とコンクリートブロックの間の摩擦を対象とする













































の基準位置において，柱材 C1 と C3 に 4kN，C2 に 5.5kN，合計 N=13.5kN の鉛直荷
重を作用させる。この時，C1 と C3 では平均垂直応力が円柱 0.51N/mm2，角柱
















す LC1～LC5 の 5 個のロードセルを用いて計測する。LC1～LC5 の 5 個のロードセル
で計測される値を，それぞれ順に p1～p5 とし，圧縮をこれらの正の方向とすると，接
触面における鉛直力 n とせん断力 q は次式より得られる。 
 
1 2 3 4 5,    n p p p q p p            (4.1)    
 
これらとは別に図 4.2 (b)に示すようにジャッキに接続したロードセルを用いて水平
荷重 Q を計測する。C1，C2，C3 のそれぞれの柱についての n と q の計測量を下添え
字の 1，2，3 を用いて表すとすると，釣合式より鉛直荷重 N と水平荷重 Q は次式のよ
うに表せる。 
1 2 3 1 2 3,    N n n n Q q q q             (4.2)  
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なお，本実験では N の値としては接触面より上部をクレーンで吊り上げた際に別途
ロードセルで計測した値を用い，n の値としては LC1～LC3 のロードセルで計測した

















表 4. 1 試験計画の詳細 
Case 回転角  回数 断面積 2mm  高さmm  
A 0 2 2 50   126 
 1/60 2 2 50   114 
 1/30 2 2 50   120 
 1/10 2 2 50   121.4 
B 0 2 50 50  126 
 1/60 2 50 50  114 
 1/30 2 50 50  120 
 1/10 2 50 50  121.4 
C 0 2 50 50  126 
 1/60 2 50 50  114 
 1/30 2 50 50  120 
 1/10 2 50 50  121.4 
D 0 2 2 50   126 
 1/60 2 2 50   114 
 1/30 2 2 50   120 




図 4. 7(a)礎石の載荷装置，(b)柱の載荷装置，(c)ロードセルの装置 
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4.3. 実験結果 
図 4. 9 から図 4. 16 に，各 Case における摩擦係数 μと滑り量 u との関係を示す。 
図 4. 9 において，第１行は θ=0，第 2 行は θ=1/60，第 3 行は θ=1/30，第 4 行は θ=1/10
の場合の結果を示し，第１列から第３列はそれぞれ C1 から C3 の柱材の結果を，第４
列は全体の結果を示す。各グラフにおいて，細線は第１回目の載荷時の結果を表し，太
線は第２回目の結果を表す。図 4. 10 から図 4. 16 におけるグラフの配置及び太線と細
線の表示は図 4.9 と同様である。また，図 4. 17 から図 4. 20 に全体の摩擦係数
0 /Q N 
の最大値 0max と回転角 θ の関係を○でプロットしたグラフを示す。左列は１回目，右












面と，θ=1/10 で礎石との摩擦を与えた後の角柱底面の写真を図 4. 22 に示す。 
Case A～Case C の結果より，柱断面の形状が静摩擦係数に及ぼす影響は比較的小さ
いと考えられる。 
礎石を用いた場合の Q/N に対する 1 回目の載荷時の最大摩擦係数値 (1)0max を定数，2
回目の載荷時の最大摩擦係数値 (2)0max を θ の線形関数とすると，以下の近次式が得られ
る。ここで (1) と (2) は標準偏差である。図 4. 21 の第 1 行目から第 3 行目のグラフに
おいて，平均を実線で，標準偏差を点線で表す。 
 
(1) (1) (2) (2)











で表せる。図 4.14 の第 4 行目のグラフにおいて，平均を実線で，標準偏差を点線で表
す． 
 
(1) (1) (2) (2)
0max 0max0.88,   =0.03,   0.61,   =0.01         (4.4) 
 
向坊ら 4,5)は振動台実験から同定された動摩擦係数が 0.3～0.5 の間で分布する事を報
告しており，これは本実験の静摩擦係数と比較してかなり低い。文献 7)では動摩擦係数










表 4. 2 処女載荷時の各摩擦係数の値及び平均値 
Case No 
固定角度における摩擦係数   
θ=0 θ=1/60 θ=1/30 θ=1/10 
A c1,c2,c3 0.88,0.89,0.89 0.79,0.79,0.84 0.84,0.71,0.91 0.84,0.78,0.8 
 C 0.84 0.78 0.78 0. 78 
B c1,c2,c3 0.93,0.93,0.92 0.77,0.87,0.80 0.70,0.69,0.69 0.61.0.65,0.74 
 C 0.87 0.82 0.70 0.69 
C c1,c2,c3 0.81,0.76,0.70 0.79,0.81,0.87 0.78,0.61,0.86 0.74,0.84,0.76 




表 4. 3 2 回目載荷時の各摩擦係数の値及び平均値 
Case No 
固定角度における摩擦係数   
θ=0 θ=1/60 θ=1/30 θ=1/10 
A c1,c2,c3 0.70,0.86,0.87 0.77,0.87,0.80 0.86,0.74,0.93 0.87,0.87,0.82 
 C 0.87 0.87 0.82 0. 81 
B c1,c2,c3 0.87,0.85,0.86 0.76,0.87,0.81 0.70,0.69,0.69 0.61.0.56,0.59 
 C 0.84 0.87 0.70 0.66 
C c1,c2,c3 0.77,0.76,0.66 0.79,0.65,0.77 0.70,0.56,0.70 0.78,0.74,0.70 








































































































































   































































































































































1 cycle 1 cycle
2 cycle 2 cycle
 
























1 cycle 1 cycle
2 cycle 2 cycle
 
























1 cycle 1 cycle
2 cycle 2 cycle
 
























1 cycle 1 cycle
2 cycle 2 cycle
 
































Case A, Cycle 1
Case B, Cycle 1
Case C, Cycle 1
Case D, Cycle 1
Case A, Cycle 2
Case B, Cycle 2
Case C, Cycle 2
Case D, Cycle 2
0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1 0 0.02 0.04 0.06 0.08 0.1
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